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環境人材像とその育成手法

資料４

2

企業

行政

市民社会

大学
コミュニケーション力

技術力・開発力

基礎的知識・理解

分野横断的知識

専門的知識・理解

研究・分析能力

環境人材育成において求められる素養：
大学と企業・市民社会が追求しているもの
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コミュニケーション力

技術力・開発力

基礎的知識・理解

分野横断的知識

専門的知識・理解

研究・分析能力

持続可能な社会構築に向けた大学における総合的人材育成

総合的人材育成

大学

持続可能な社会づくりを支
えるさまざまな環境人材
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講義

実地研修
（深刻な環境問題の現場等）

インターンシップ

ディベート・ケース等の
参加型学習

各分野、職種で持続可能な社会づくりに必要と
される専門性

持続可能性の現状と対策の緊急性の理解

持続可能な社会の実現に向けた強い動機

各人の専門分野と環境保全との関係の理解

持続可能な社会づくりに向けた各人の
職業を通じたコミットメントの重要性の認識

新しいシステムを生み出す構想力

対立する利害を調整する合意形成能力

アントレプレナーシップ（起業家精神）

検討会における議論と聞き取り調査に基づく整理

環境人材に求められる素養と教授法/育成法

教
室
内

教
室
外

学生環境団体等による実
社会での活動

環境人材育成に向けて赤
で囲んだ部分を強化すべ
きではないか。

環境人材育成に向けて赤
で囲んだ部分を強化すべ
きではないか。
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卒
業
・
修
了
／
就
職

教養教育 専門教育／大学院教育

各人の専門分野と
環境保全との関係の理解

持
続
可
能
性
の
現
状
と

対
策
の
緊
急
性
の
理
解

持
続
可
能
な
社
会
づ
く
り
に

必
要
な
各
分
野
・
職
種
の

専
門
性
の
習
得

大
学
へ
入
学

大学における環境人材育成のプログラムとその流れ

重
層
的
な
経
験
と

多
角
的
な
理
解

ディベート・ケース等の参加型学習

インターンシップへの参加

学生環境団体等による実社会での活動

講義・演習

大
学
教
育
で
の

様
々
な
選
択
肢

小
・
中
・
高
で
の
教
育
／
入
学
試
験

人材育成・輩出

持
続
可
能
な
社
会
の
実
現
に

向
け
た
強
い
動
機
付
け

持続可能な社会づくりに
向けた各人の職業を通じた
コミットメントの重要性の認識

新しいシステムを生み出す構想力の育成

対立する利害を調整する合意形成能力の育成

アントレプレナーシップの養成

実地研修

6

環境人材育成の効果的手法・制度の例と現存する課題

現場実習・研修の導入
環境問題解決への動機付け

事業活動の体験
適応力・応用力の鍛錬

環境人材育成の効果的手法

外部講師等の活用

実践的教育内容の取り込み

インターンシップ制度の活用
大学生・大学院生の実務体験の提供
学生自身の関心・適正自己診断の機会

就職機会の模索機会

環境活動の企画・参加
大学内外における学生活動等を通じた学び
学生や社会人との交流機会の拡大

現存する課題

人的制約
（調整・渉外）

制度的制約

予算的制約

ネットワークの不足

官民連携のためのプラットホームが必要ではないか？
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大学大学

企業

環境人材育成のためのステークホルダー協働モデル

•専門的知識、
•学術的研究能力、
•国際交流（留学生）

• ビジネスの現場を知る講師等の提供
・インターンシップの場・機会の提供

•政策等に係る情報提供
•行政の現場を知る講師等
の提供

•インターンシップの場・機会
の提供

•市民の知見、ネットワーク力
•体験実習の場の提供、
• インターンシップやボランティ
アの受け入れ

行政ＮＰＯ・地域社会

それぞれのステークホルダーが持つ個々のリソースや強みを相互に提供し、
活用する仕組みを通じて、効果的な環境人材育成を図る

8

大学間連携の促進
（単位互換・相互履修制度の拡充）

インターンシップの受入の促進

講師の提供やカリキュラム共同開発

インターンシップの受入の促進

講師の提供やカリキュラム共同開発

実践的大学カリキュラムの実現 現場実習・研修の場の提供産
学
官
民
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

官民連携コンソーシアムの
基本的なコンセプト（案）

官民一体となった人材育成・活用により、
・ 実践的教育による効果的な環境人材育成
・ 情報共有・マッチングの効率化
・ 環境人材の活用の促進

環境人材育成に向けた官民連携コンソーシアム（案）

コンソーシアム参加のメリット

・大学での環境人材育成プログラムの開発
にあたっての人材受入側との連携関係構築
・単位互換や外部講師等による質の高い教育
・実地研修・インターンシップ情報等の受発信
・マッチングにかかる事務作業の削減

大学

企業

第３者による大学の評価の実施

行政

市民社会

環境人材の活躍の場の提供・拡大



9

官民連携コンソーシアムの具体例（大学コンソーシアム岡山）

事務局は岡山大学内に設置

官として参加する
のは岡山県

民として参加するのは
岡山経済同友会など

高等教育機関相互の教育･研
究における連携･協力事業

高等教育機関と地域社会と
の交流･連携に関する事業

高等教育機関と産官との
連携･推進に関する事業

大学の教育体制の強化や社会人教育
の推奨などを目指し、各大学が持つ知
的資源の活用と、大学への地域社会・
産業界の協力が行なわれている事例。

各事業部との連携･調整および大学コン
ソーシアム岡山の広報に関する業務
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A大学

C大学B大学

コンソーシアム

企業行政

NPO等

＜コンソーシアムに求められる機能＞
・大学のプログラム及び社会の受け入れ側のニーズの情報集約
・大学、企業、ＮＰＯ間の調整・マッチング
・大学のプログラムにかかる情報発信
・大学の研究者、企業、行政、ＮＰＯ間、大学の卒業生同士の
ネットワーキング

官民連携コンソーシアムの実施モデル
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環境人材の活用を促進するためのキャリアパスの形成手法

（環境人材の能力の評価）

・ 採用側にとって参照しやすい環境系資格等の充実

大学生が取得しうる資格等の例：環境社会検定（eco検定）
環境プランナー

技術士補（環境部門）

・ 既存の課程の中への環境の視点の導入

- 副専攻制度の導入
- ＭＢＡの履修科目への環境関連分野の導入
（例：MBA・持続可能性ランキング：MBAでの環境・社会問題の取り上げ度を基にMBA
を格付け）

・ 環境人材育成プログラムの第３者の評価・公的機関による推薦

・ 環境人材の表彰制度

（例 エコジャパンカップ：環境ビジネス起業家の事業計画等への表彰・ビジネス立ち上げ
支援）

○高等教育機関における環境人材の育成にあたっては、大学
生だけでなく社会人を、その専門性の追求の中で、環境人材
として育成していく仕組みづくりも重要。

○そのための手法としては以下のようなものが考えられる。
• 企業や行政などに勤める社会人が、1年から複数年程度大
学もしくは大学院に戻り、環境に関する最新の技術や動向、
学問成果などを学ぶ機会の提供の促進（環境版生涯・リカレ
ント教育の促進）。

• 環境経営等の進め方について異業種間の相互理解を深め
るため、企業・行政・NGOの間で、短期間もしくは長期間の
職員交流を促進。

• 企業・行政・政治・NGO・研究者・国際機関などといった複数
の勤務に就く機会や環境人材ネットワーク構築の促進。

社会人の環境人材育成の手法
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環境人材像とその育成手法

大学で育成すべき「環境人材像」と「育成手法」は網羅されているか？

育成・活用方策

環境人材育成・活用のための連携

環境人材育成・活用のために官民が連携するコンソーシアムのイメージは？

大学での環境人材育成・活用に環境省はどのような支援ができるか？

環境人材の活用

環境人材の活用を促進するために効果的な手法は？

大学における環境人材育成のための論点


